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1. 会社紹介・プロフィール



会社紹介

4

社名 中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京株式会社
所在 東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウエスト9F
業種 道路コンサルタント業務，保全管理業務，製品開発・販売

【事業エリア】
東名高速道路
新東名高速道路
中央自動車道
長野自動車道
中部横断自動車道
安房峠道路
東富士五湖道路
新湘南バイパス
西湘バイパス
小田原厚木道路
首都圏中央連絡自動車道
合計 875 km

【社員】（2020年9月1日現在）
役員・従業員：982名
（協力会社を含む：1679名）
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2. 道路トンンネル非常用施設・設備



トンネル非常用施設・設備の設置基準
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等級 

非常用施設 

AA A B C D 備     考 

通
報
設
備 

通話型通報設備 ○ ○ ○ ○ ○ 延長200m未満のD級トンネルは省略。 

操作型通報設備 ○ ○ ○ ○   

自動通報設備 ○ ○    排煙設備のないトンネルは省略。 

警
報
設
備 

非常警報設備 

トンネル入口 

情報板 
○ ○ ○ ○ ○ 延長200m未満のトンネルは省略できる。 

トンネル内情報板 ○ △    延長3,000m以上のA級トンネルに設置する。 

消
火
設
備 

消火器  ○ ○ ○ ○ ○  

消火栓設備  ○ ○ △   延長1,000m以上のB級トンネルに設置する。 

避
難
誘
導
設
備 

誘導表示設備 

非常口表示灯 非常口のあるトンネルに設置する。 

誘導表示板(A) 非常口のあるトンネルに設置する。 

非常口案内表示板 非常口のあるトンネルに設置する。 

誘導表示板(B) ○ ○ ○   非常口のないトンネルに設置する。 

避難情報提供設備 ○ △    延長3,000m以上のA級トンネルに設置する。 

避難通路  ○ △ △ △  
・設置条件は「(5)避難誘導設備 (ｃ)避難通路」

による。 

排煙設備  ○ △ △   
・設置条件は「(5)避難誘導設備 (ｄ)排煙設備」

による。 

そ
の
他
の
設
備 

給水栓設備  ○ ○ △   

延長1,000m以上のB級トンネルに設置する。 

また，給水栓設備の設けられるトンネル坑口付近

は送水口を設ける。 

無線通信 

補助設備 

漏洩同軸ケーブル ○ △    延長3,000m以上のA級トンネルに設置する。 

坑口電話 ○ ○     

水噴霧設備  ○ △    

A級トンネルは，延長3,000m以上かつ交通量4,000

台/日以上で対面通行方式を採用するトンネルに

設置する。 

監視設備 

タイプA 水噴霧設備のあるトンネルに設置する。 

タイプC  △    
火災検知器のあるA級トンネルに設置する。（水

噴霧設備のあるトンネルは除く） 

停電時照明設備  延長200m以上のトンネルに設置する。 

非常用電源設備 
自家発電設備 延長500m以上のトンネルに設置する。 

無停電電源設備 延長200m以上のトンネルに設置する。 

凡例 ○：「原則として設置する」
△：「備考欄に示す条件で設置する」

トンネル等級は延長と交通量で決められる



トンネル非常用施設・設備の配置と役割

CCTV設備
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トンネル非常用施設・設備
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3. トンネル火災安全に関する日本と欧州



1. トンネル防災に対する取り組み(1/2)
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トンネル防災に対する取り組み(2/2)

EUトンネル防災施設基準発令　2004/54/EC
（トンネル防災施設の最低要求事項）

2004

RI　トンネル研究室プロジェクト始動

日本との比較
・　避難口施設設置基準，設置間の違い
　　（3km未満の対面は劣る）
・　リスク評価の義務付けと柔軟な代替策選択
　　（日本は基準規定）

2006

リスクアナリシス手法を用いたリスクの相対評価と
改善策の定量的評価手法等の研究
最終的には技術基準の見直しを念頭に

各国の対応，立法化
施設改善計画
リスク評価
改良工事実施

（期限2014年，一部2019年）

2012　　笹子トンネル
天井板崩落事故

リスクアナリシス勉強会
有識者，NEXCO，土研2016　八本松TN火災による

煙と避難の問題

技術基準見直しに向けた
準備_小委員会

現在
2020

欧州プロジェクト始動
防災機能向上に向けた
横断的な研究・開発

↓
水系火災抑制施設採用
換気設備規模縮減

NEXCO3社のTN非常用施設
設計要領見直し委員会

各国の情報収集・調査
基準，リスク評価，改良点等

定説は誤っていることを実験で証明
有効性確認

日本国内動向 海外動向

水噴霧導入事例増加
（特に新設長大TN）

併せて縦流換気方式の増加
（水噴霧効果による規模縮小化）

年次

2004年以降の水噴霧
関連論文
日本：1編

欧米：確認済29編

人脈の形成

水噴霧運用変更：カウントダウン方式2005

2016年　PIARCガイドライン発行

都市型道路トンネル建設
東京外環トンネル
（開通時期未定）

ストックホルム　E4
シドニー　Westconnex

大規模都市道路トンネルの
建設

煙検知・制御システムのSSCS開発

2019
道路トンネル非常用施設設置

基準改定
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欧州の大規模火災

燃焼時間：約50時間，犠牲者：39名
焼失車両：33台，復旧再開：約3年

タウエルントンネル（オーストリア）
1999.5.28 L=6,410m

燃焼時間：約15時間，犠牲者：12名
焼失車両：40台，復旧再開：約3ヶ月

燃焼時間：約15時間，犠牲者：11名
焼失車両:23台，復旧再開：約2ヶ月
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モンブラントンネル（仏-伊）
1999.3.24 L=11,611m

ゴットハルドトンネル（スイス）
2001.10.24 L=16,918m

大規模トンネル火災

日本の大規模火災

日本坂トンネル（下り線）
1979.7.11 L=2,045m

燃焼：7日間
犠牲者：7名
焼失車両：173台
復旧再開：約2ヶ月

出所：日本坂トンネル事故写真集，東京大学大学院情報学環・学際情報学府，廣井研究室災害情報資料室 http://www.hiroi.iii.u-tokyo.ac.jp//index-jiko-shasin-nihonzaka.htm

出所：M Mettelini, et. al：THE NEW MONT BLANC TUNNEL-A MILESTONE IN TUNNEL SAFETY，New Technology in Tunnel Management Systems, 4-6 December 2001, Basel, Switzerland.

http://www.hiroi.iii.u-tokyo.ac.jp//index-jiko-shasin-nihonzaka.htm


欧州指令とNEXCO基準の違い

【欧州指令（抜粋）】

欧州指令

非
常
口

500m間隔で設置
※交通量2,000台/車線日以上
※延長500m以上（新設）
※延長1,000m以上（供用中）
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欧州指令（DIRECTIVE 2004/54/EC）とは・・・
最低限のトンネル安全要求項目
TERN（欧州道路ネットワーク：主要幹線道路）が対象

NEXCOでは延長3,000m
未満の対面通行トンネ
ルには設置していない
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4. 国内高速道路トンネルの火災事故
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高速道路トンネル 火災事故発生状況

平均12.3件/年

出所：山崎哲也他，高速道路トンネルの潜在的火災リスク評価手法の提案，2015年12月，土木学会論文集Ｆ2，Vol. 71 (2015) No. 1 pp.31-45. 2015年12月



高速道路トンネル火災事故統計
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火災要因車種別火災件数

犠牲者・負傷者の約9割は事故火災による

出所：山崎哲也他，高速道路トンネルの潜在的火災リスク評価手法の提案，2015年12月，土木学会論文集Ｆ2，Vol. 71 (2015) No. 1 pp.31-45. 2015年12月



トンネルをめぐる災害（事故・火災）

1979 日本坂トンネル火災事故：交通事故，大規模類焼火災
1982 カルデコットトンネル火災事故：交通事故，大規模ガソリン火災
1996 豊浜トンネル崩落事故：落石・トンネル崩落
1999 モンブラントンネル火災事故：車両故障火災
1999 山陽新幹線トンネルコンクリート片崩落事故：覆工コンクリート崩落
2006 ボストントンネル天井板崩落事故：ケミカル・アンカーによる設置方法
2007 関門トンネル天井板崩落事故：車両事故
2007 豪州バーンリートンネル火災：都市高速内事故火災
2010 首都高速中央環状線トンネル標識落下事故：設置方法
2012 JX水島製油所海底トンネル掘削現場落盤事故：水没事故
2012 台湾高速公路雪山トンネル火災事故：交通事故火災
2012 新潟県八箇峠トンネル爆発事故：可燃性ガス噴出
2012 トンネル照明器具等落下事故（全国各地）：老朽化・腐食劣化
2012 笹子トンネル天井板崩落事故：設置方法，老朽化
2014 中国高速公路岩后トンネル火災：メタノールローリー・石炭運搬車火災
2015 東名高速道路宇利トンネル照明灯具落下事故：老朽化・腐食劣化
2016 山陽自動車道八本松トンネル火災事故：交通事故
2016 首都高速山手トンネル火災事故：車両故障火災
2019 首都高速湾岸線川崎航路トンネル火災事故：単独火災＋交通事故
2020 中央自動車道小仏トンネル火災事故
2020 東名高速道路日本坂トンネル火災事故 17



新たに顕在化するリスク

次世代自動車の普及

• 燃焼挙動と効果的な消火方法

• 事故・火災時に排出される物質(成分)と対策
• 高圧タンク，電源（漏電）事故の回避方法

• トンネル非常用施設：対応と実施タイミング

リスク情報の共有化

効果的なリスク管理

共通

• 交通事故の予防

• 広報・啓発活動
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5. 東京外かく環状道路について



東京外かく環状道路（東京外環自動車道）

20
https://www.ktr.mlit.go.jp/road/shihon/index00000039.html
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トンネル全延長: 46 km, 36 トンネル，最大勾配8%

https://www.ktr.mlit.go.jp/road/shihon/index00000039.html
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6. トンネル火災安全に関する取り組み



火
災
発

生

火
災
覚

知

避
難
開
始

最
終
避
難
者

避
難
完

了

2分間 バス降車 2分間 避難歩行速度 1m/s
0 2分経過 4分経過 10分経過

非
常
口

 

トンネル火災評価のための避難シナリオ

現在のトンネル火災避難評価のためのシナリオと課題



トンネル避難シナリオの課題

• 被災者が火災を覚知するまでの時間

• 避難行動を起こすためのモチベーション

• バスからの降車時間がクリティカル

• 許容避難時間と所要避難時間が同一

火
災
発
生

火
災
覚
知

避
難
開
始

最
終
避
難
者

火
災
検
知
・
認
定

煙
拡
散

火
勢
拡
大

時間経過

構
造
体
損
傷

避
難
完
了

情報提供
排煙

一般車両乗員避難

大型バス乗員・
乗客降車：2分間

避
難
限
界
煙
濃
度

最終避難者避難

発生から2分 発生から4分 発生から10分以内または
最終避難者の避難時間

トンネル内の
避難者行動

許容避難時間：ASET Available Safe Egress Time

所要避難時間：RSET Required Safe Egress Time

坑内
の
環境



具体的対策①：火災検知の早期化

火災初期
くすぶり火災

火
源
規
模
(発
熱
速
度
)

火災
成長期 火災定常期

火災減衰
期

経過時間

標準的な火災検知器
（炎検知式）

海外のトンネル煙検知器
（スイス）



具体的対策②：トンネル内非常放送の聞こえ方改善

トンネル専用スピーカー
ABF-260

トンネル内のスピーカー配置イメージ

標準設置間隔：50m

指向性があり，覆工面への反響を回避

現在，小仏トンネル（上り線）で試行中



具体的対策③：バス降車時間の短縮化

 前面事故による損傷→ 乗降口使用不能の恐れ，非常口は高く降車困難

 エンジン出火の場合（後方から火の手）→ 非常口は使えない

脱出ルート確保，乗降口の複数化

例）複数乗降口を有すバス（台湾）乗降口追加（乗車可能人数は減少するが）



火
災
発
生

火
災
覚
知

避
難
開
始

最
終
避
難
者

火
災
検
知
・
認
定

煙
拡
散

火
勢
拡
大

時間経過

構
造
体
損
傷

避
難
完
了

情報提供
排煙

一般車両乗員避難

大型バス乗員・
乗客降車：2分間

避
難
限
界
煙
濃
度

最終避難者避難

発生から2分 発生から4分 発生から10分以内または
最終避難者の避難時間

トンネル内の
避難者行動

許容避難時間：ASET Available Safe Egress Time

所要避難時間：RSET Required Safe Egress Time

坑内
の
環境

改善されたシナリオのイメージ

安全マージン

昇降口（非常口）
追加：1分間

火
災
発
生

火
災
覚
知

避
難
開
始

最
終
避
難
者

火
災
検
知
・
認
定

煙
拡
散

火
勢
拡
大

時間経過

構
造
体
損
傷

避
難
完
了

情報提供

一般車両乗員避難

大型バス乗員・
乗客降車

避
難
限
界
煙
濃
度

最終避難者避難

±0 予兆検知により
短縮化

発生から3分以内 発生から10分以内または
最終避難者の避難時間

トンネル内の
避難者行動

許容避難時間：ASET Available Safe Egress Time

所要避難時間：RSET Required Safe Egress Time

火
災
予
兆
検
知

排煙

坑内
の
環境

ASET >> RSETASET >> RSET



Thank you !
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記載内容に関する御問い合わせは下記へお願い致します．
E-mail：m.yokota.aa@c-nexco-het.jp

mailto:m.yokota.aa@c-nexco-het.jp


半導体工場の火災と
工場・作業場火災の特徴

東京理科大学 小林恭一

2022.2.9

日本防火技術者協会
防火技術者のあり方検討会



旭化成エレクトロニ
クス半導体製造工
場火災 位置関係

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



旭化成エレクトロニクス半導体製造工場火災 空撮写真

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



旭化成エレクトロニクス半導体製造工場火災の概要

場所：宮崎県延岡市
旭化成エレクトロニクス㈱生産センター第二
製造部

（旭化成 マイクロシステム株式会社延岡事業所）

日時：出火 2020 年 10 月 20 日 16 時 40 分頃
鎮火 10 月 24 日 12 時 25 分 推定

火元：本棟 4 階クリーンルーム内
被害：人的 なし

本棟３,４階：クリーンルーム内の生産装置
および付帯設備等が広範囲に 渡って焼損。

本棟 5 階 ：事務所および検査装置が焼損。
本棟１,２階：消火水、雨水による水損が

一部発生。

クリーンルーム 1 階層（建屋 4 階）
収容人数 43 名

クリーンルーム 2 階層（建屋 2 階）
収容人数 61 名

建築物構造 鉄骨造
建築物階数 地上 5 階
用途 工場

敷地面積 63,152 m2
建物面積 11,113 m2（FAB2 工場棟部分）
延床面積 41,821 m2（FAB2 工場棟部分）

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



出火建物（FAB
棟）の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

出火建物（FAB棟）４階平面図

3階・4階合計1500㎡で防火区画（1時間準耐火構造の壁）



発災前の 4 階クリーンルームエリアの中央通路写真
（西側正面入口より撮影）

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



火災発生時の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



火災発生時の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



火災発生後の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



火災発生後２日目以降の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

火災発生から33時間後



発災前の出火点付近及びクリーンルームの気流制御構造概要図
（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

サンドイッチパネル
（ポリエチレン＋アルミニウム）

IPA（イソプロピルアルコール）
引火 点 11.7 ℃、発火点 460 ℃

気流制御のため、煙感知器の
作動が遅れた可能性

可燃性 → 延焼の一因？

循環気流 → 延焼の一因？



クリーンルーム内の気流循環模式図
（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

空気循環回数
１時間当たり５６回

換気回数 ４回



出火確認以降の防火区画ごとの温度上昇状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



出火確認以降の防火区画ごとの温度上昇状況 1

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

16：39煙視認→16：41感知器（光電式2種）作動



出火確認以降の防火区画ごとの温度上昇状況 2

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



10 月 22 日 01 
時 40 分頃、
FAB 棟屋上南側
において出火
を確認。
02 時 14 分頃、
FAB棟西側事務
所南側に延焼
し、事務所北
側に燃え広
がった。
02 時 59 分頃、
FAB 棟屋上北側
において出火
を確認。

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

出火から33時間後に上階に延焼



4階の防火区画と延焼の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



5階の防火区画と延焼の状況

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



FAB 棟４階クリーンルームでの危険物（IPA、シンナー）の配管経路、乾燥プロセスに使用される
薬液 IPA（イ ソプロピルアルコール）を取扱う洗浄機およびモノシラン(SiH4）を取扱う装置の位置

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



４階クリーンルームの推定概算可燃物重量

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



防火区画の突破

繊維混入スラグ石膏板（厚さ 8 
mm）＋石膏板（厚さ 12 mm）を
両壁に持つ準耐火防火区画で
耐火時間は 1 時間

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）

B区画とC区画間の防火区画の焼損状況

出火確認 １６時４０分頃



４階と５階の階層間の延焼推定

• 10 月 22 日 01 時 40 分頃（出火20日16時40分の33時間後）、FAB 棟屋
上南側おいて出火を確認

• 02 時 14 分頃、FAB 棟西側事務所の南側に延焼

• 02 時 59 分頃、FAB 棟屋上北側おいて、出火を確認

• ４階と５階の階層間の延焼経路として、製品搬送用エレベーター、階段、
エレベーターおよび排煙ダクト等の 4 階と 5 階がつながる経路を確認し
たが、いずれの焼損状況からも延焼経路と判断できなかった。

• 階層間の熱伝導および輻射熱による延焼の可能性

• はじめに出火が確認された 5 階 FAB 棟屋上南側直下の FAB 棟 4 階
クリーンルームには、IPA を使用する洗浄機を含む計８台が設置されて
おり、最も被害が大きかった場所

• 当該場所で発生した熱が天井に伝わった場合、4 階と 5 階の階層間の
コンクリート（厚さ 130 mm）が熱せられ、5 階床下空間にある電源コード
やネットワーク回線等の焼損を介して延焼する可能性 ← 推定段階

（旭化成エレクトロニクス株式会社生産センター第二製造部半導体製造工場火災事故調査報告書）



報告書の再発防止策（概要版）
（１） 火災発生防止対策

① 装置の筐体と電源制御部の部材の選定

不燃性部材または難燃性部材を使用することを検討。変更が難しい場合には、保全強化や火

災の早期検知等、他の対策と合わせた火災防止策を図る。

② 電気保安点検の最適化

社内規程に基づき点検・保守を実施していたが、更なる管理項目および頻度等を強化（自主的な

点検項目、点検頻度、端子部の増し締め等の実施事項を見直し、点検の最適化を図る）。

（２） 火災の被害最小化対策

① 早期検知システムの最適化

各クリーンルームの状況に合わせ、火災検知器設置位置・設置数の最適化、超高感度煙検知器

の設置や安全監視カメラの設置による早期検知システム導入を検討する。

② 火災拡大防止の取り組み

クリーンルーム付帯設備における不燃性部材または難燃性部材の使用可否を検討する。

③ 自衛消防隊による初期消火訓練の強化

実効性を高めるための防災訓練および従業員教育の強化を行い、更なる自衛保安レベル向上

を図る。



ご静聴ありがとうございました
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